
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：百万円）

貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 10¶441 10¶441 `

] 有価証券
満期保有目的有価証券 277¶182 293¶447 16¶265

^ 保険代位債権等
保険代位債権等 242¶280

貸倒引当金（※） � 174¶558

（差引） 67¶722 67¶722 `

_ 未収保険料 6¶470 6¶470 `

` 再保険貸 5¶438 5¶438 `

資産計 367¶252 383¶518 16¶265

a 再保険借 7¶120 7¶120 `

負債計 7¶120 7¶120 `

（※） 保険代位債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金
満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ
ております。

] 有価証券
・取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。
なお、満期保有目的の債券（独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解の区分に
よる。）において、種類ごとの貸借対照表額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。

（単位：百万円）

種 類 貸借対照
表計上額 時 価 差 額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 国債地方債等 262¶133 278¶406 16¶272

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 国債地方債等 15¶048 15¶041 � 7

合 計 277¶182 293¶447 16¶265

（注２） 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １ 年 超３年以内
３ 年 超
５年以内

５ 年 超
10年以内

10 年 超
20年以内 20 年 超 未 定

（※）

有価証券
満期保有目的の債券 11¶000 ` 20¶000 44¶000 201¶500 ` `

保険代位債権等 13¶951 21¶565 20¶803 41¶350 48¶255 ` 96¶356

合 計 24¶951 21¶565 40¶803 85¶350 249¶755 ` 96¶356

（※） 保険代位債権等において債務国の返済が延滞している債権額は未定欄に表示しております。
．重要な債務負担行為
EEEEEEEEEEE
該当事項はありません。
．重要な後発事象
EEEEEEEEE
該当事項はありません。
．固有の表示科目の内容
EEEEEEEEEEEE
\ 貸借対照表

勘 定 科 目 内 容

保険代位債権等 資産計上した保険代位債権及び保険代位債権発生見込額（支払備金の
計上に伴い計上。）を計上しております。
なお、非常事故を支払事由とする保険金等の支払に関して取得した保
険代位債権（以下「非常事故代位債権」という。）は、「独立行政法人日
本貿易保険の財務及び会計に関する省令の規定に基づき経済産業大臣
が定める算定の方法について」（平成13・03・27貿第２号）に基づき、
対外債務を履行することができなくなった債務国と日本政府の間で結
ばれた債務繰延協定の締結時に資産計上しております。
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} 市場リスクの管理
有価証券の運用に伴う金利、価格等の市場リスクに関しては、資金運用会議において資金運
用方針等の審議及び運用状況を把握することにより管理しております。また、債券市場の動向
及び流動性のリスクに関しては、資金運用会議の事務局である経理グループがモニタリングし
ております。

ｄ．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定さ
れた価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件を採用しているため、
異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

・当事業年度中に売却した満期保有目的の債券は、13¶997百万円であり、売却益の合計額は、
418百万円です。
なお、上記の売却は、金利情勢の変化に対応してより運用利回りの高い債券に切り換える
ことを目的として、前中期目標期間以前に取得した債券を売却したものであるため、独立行
政法人会計基準注解〈注23〉の]前段の規定に従い、保有目的を変更せず引き続き満期保有
目的有価証券に分類しております。

^ 保険代位債権等
保険代位債権等については、「独立行政法人日本貿易保険の財務及び会計に関する省令の規定
に基づき経済産業大臣が定める算定の方法について」（平成13・03・27貿第２号）に従い、次の
とおり、貸倒引当金を計上しております。
{ 非常事故代位債権については、債務国の返済状況により、国際金融市場による評価を基準
に定めた引当率又は規定された一定の引当率により貸倒引当金を計上しております。

| 信用事故代位債権については、経営破綻又は実質的に経営破綻に陥っている債務者に対す
るものについては、担保処分見込額及び保証による回収見込額を減額した額を、それ以外の
ものについては、見積将来キャッシュフローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額
等に基づいて貸倒見積額を算定しております。
保険代位債権等の時価は、決算日における貸借対照表価額から貸倒引当金を控除した金額に
近似していると考えられるため、当該価額をもって時価としております。

_ 未収保険料、` 再保険貸及びa 再保険借
未収保険料については、短期間で決済するため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該
帳簿価額によっています。
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